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○ 基本制度案要綱では、「こども園（仮称）」、「事業所内保育サービス」、「病児・病後児保育サービ

ス」等と並んで、主に３歳未満児に重点化した需要（→主に都市部を想定）や、へき地などの人口減

少地域などに対応するため、「小規模保育サービス」の創設が定められている。

○ 小規模保育サービスについて、以下の２通りのイメージを提示

【イメージ①】連携型・サテライト型： ・ 都市圏で行う賃貸などでの小規模定員のサービス

・ ３歳未満児に重点化した需要に対応

【イメージ②】多機能型： ・ 人口減少地域などにおける多機能型のサービス

・ 放課後児童クラブや地域子育て支援拠点、一時預かりなどとともに、定員２０人未満の

サービス類型の創設等

１．子ども・子育て新システムの基本制度案要綱（平成22年6月29日少子化社会対策会議決定）

【基本制度案要綱（抜粋）】

② 小規模保育サービス
○ 主に３歳未満児に重点化した需要や、へき地などの人口減少地域などに対応するため、家庭的保
育サービス、複数の家庭的保育者によるサービス、訪問型サービス、保育所等と連携した形態によ
る小規模サービス等について、小規模保育サービスとして新システムに位置づける。
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（市町村がやるべきこと）
・研修・交流
・代替保育体制の確保
・巡回相談
・保育内容の支援

保育者

児童

児童 児童
児童

連携

こども園（仮称）

● 少人数を対象とするきめ細やかな保育
少人数制で、一人ひとりの発達状況、体調などにきめ細やかに対応可能。

● 家庭的な環境の提供（主に３歳未満児を対象）
主に３歳未満児を対象として、家庭的な保育サービスを提供。

● 訪問型によるサービスを新設

イメージ②－１ 小規模保育サービス①

こども園（仮称）と
の密接な連携

市町村 給付

児童

保育者補助者

児童の自宅
指定事業者
（こども園・ＮＰＯ・
代表者など） 訪問型

居宅以外の賃貸
スペース保育者

児童 児童
児童

保育者

児童
児童 児童

保育者

児童 児童

児童

補助者

児童

【提供サービスの質
の確保】

・保育ママの要件と
して保育士又は一
定の研修修了者と
する 等
【安心の保障体制】

・安全に十分配慮さ
れた場の確保

・事故発生時の保障
の体制確保 等

複数の家庭的保育者により一体的
に実施される、小規模サービス

保育者の居宅以
外の場所でも可能

保育者の居宅

基本制度案要綱
（別紙）
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一
時
預
か
り

小規模サービスのイメージ①

都市圏で行う賃貸などでの
小規模定員のサービス

放課後
児童クラブ

子育て
支援拠点

人口減少地域などにおける
多機能型のサービス

【イメージ①】 連携型・サテライト型 【イメージ②】多機能型

小規模サービス
（定員２０名以下）

児
童
館

イメージ②－２ 小規模保育サービス②

● 独立したサービス類型の創設と独自の基準設定
・ ３歳未満児に重点化した需要に対応
３歳未満児に特化したサービス類型の推進

・ へき地などの人口減少地域などにおける小規模保育サービス
６～１９人定員のサービス類型の創設等

・本園機能
・共同事務処理
・食事提供

等

連携こども園（仮称）・
連携事業所との提携

小規模サービス
（定員２０名以下）

小規模サービス
（定員２０名以下）

基本制度案要綱
（別紙）
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○ 中間とりまとめでは、個人に対する給付として、こども園（仮称）に対する「こども園給付」（仮称）と

は別に、以下の保育事業（小規模保育サービス等）を対象とする「地域型保育給付」（仮称）を創設す

る方針が示されている

・ 小規模保育

・ 家庭的保育

・ 居宅訪問型保育

・ 事業所内保育

○ また中間とりまとめでは、待機児童が都市部に集中し、また待機児童の大半が満３歳未満の児童

であることを踏まえ、こうした小規模保育や家庭的保育などの量的拡充により、待機児童の解消を図

ることとされている

⇒ 小規模保育サービス（地域型保育給付（仮称））の展開について、以下の類型に分けて検討を進め

ることが必要

（１）都市部の待機児童対策（主に３歳未満児を念頭）

（２）一般市町村等における展開（多機能型）

２．子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめについて
（平成23年7月27日基本制度ワーキングチーム）

※ 事業それぞれの特性に応じた客観的な指定基準を設定し、
質の確保を図る
（国の基準と地方の裁量の範囲については、今後検討

（基準の客観性は担保））
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出産・育児に係る休業に伴う給付（仮称）

○ 産前産後・育児休業中の現金給付から保育まで切れ目なく保障される仕組みの構築が
課題。

※ 出産手当金（健康保険）、育児休業給付（雇用保険）の適用範囲や実施主体に
違いがあること等を踏まえ、両給付を現行制度から移行し一本化することについ
ては将来的な検討課題。

子ども手当（個人への現金給付） 別途検討

こども園給付（仮称）

地域型保育給付（仮称）

子ども・子育て支援給付（仮称）

Ⅴ．幼保一体化 参照

○ 多様な事業類型を設け、それぞれの特性に応じた指定類型、基準を設定。
ⅰ小規模保育、ⅱ家庭的保育、ⅲ居宅訪問型保育、ⅳ事業所内保育
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地域型保育給付（仮称）

○ こども園（仮称）を対象とするこども園給付（仮称）に加え、以下の保育事業を地域型保
育給付（仮称）の対象とし、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとする。

◇ 小規模保育
◇ 家庭的保育
◇ 居宅訪問型保育
◇ 事業所内保育

○ 待機児童が都市部に集中し、また待機児童の大半が満３歳未満の児童であることを踏まえ、
こうした小規模保育や家庭的保育などの量的拡充により、待機児童の解消を図る。

○ 小規模保育、家庭的保育など、事業それぞれの特性に応じた客観的な指定基準を設定し、
質の確保を図る。

○ 保育の必要性の認定、公的契約、市町村の関与、公定価格の算定の考え方、給付の支払
方法などは、こども園給付（仮称）と同様とする。
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※国の基準と地方の裁量の範囲については、今後検討（基準の客観性は担保）

中間とりまとめ
（抜粋）



事業名 留意事項

指定制の対象
とする事業

こども園（仮称）
（総合施設（仮称）、幼稚園、
保育所、指定のみの施設）

小規模保育
家庭的保育
居宅訪問型保育
事業所内保育施設

毎日利用が基本であり、個人給付として複数
の選択肢を確保する必要のある事業が対象。

※ こども園（仮称）は児童数20人以上、小規模保育は
児童数19人以下、家庭的保育は児童数9人以下を想定。
※ 短時間利用については、定員枠を設ける。
※ 指定基準は現行事業の基準以上を基本とするが、
小規模保育、居宅訪問型保育など、新規のメニューに
ついては、質の確保・向上の観点から要検討。
※ 事業所内保育施設の従業員枠の扱いは要整理。

指定事業者の
給付メニューと
して対応する
もの

早朝・夜間保育（実施加算）
休日保育（実施加算）

こども園（仮称）での実施が基本。（小規模保
育等での実施も可。）

※ 夜間保育については、指定基準の検討と併せて
上乗せ単価を検討。
※ 休日保育については、延長保育と同様、事業構成と
することが適当か、更に検討。

事業構成と整
理する事業

延長保育事業
病児・病後児保育事業

市町村事業として整理。

指定事業者間
の調整で対応
できるもの

広域利用 保育を必要とする子どもの広域利用について、
市町村間の事前調整のルール化を検討。

多様な保育ニーズへの対応
（指定制における取扱）

7

地域型保育
給付（仮称）

こども園
給付（仮称）

中間とりまとめ
（抜粋）



○ ３歳未満児に重点にした小規模保育サービスの類型として新設

→ 賃貸スペース等を活用し、都市部での小規模な拠点の整備を推進

・ 「小規模保育」…通所定員２０人未満の保育サービス

・ 「家庭的保育」…家庭的な保育サービス

・ 「居宅訪問型」…乳幼児の居宅に訪問して行う保育サービス

⇔ 質を確保する基準を設定

○ ３歳以上児の学校教育・保育を行う「こども園」（仮称）との連携を確保（分園を含む）

※ 連携先こども園の確保が難しい場合、市町村が調整することも可能とする。

・ 連携先となる「こども園」（仮称）において、以下の事項を実施

・ 学校教育・保育の合同実施（児童の交流）

・ 食事提供

・ 共同事務処理 等

※ 放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点、一時預かりなどを併設し、一体的に取組む形態も想定

（課題）

・ 「こども園」（仮称）との具体的な連携方策、法的位置づけの詳細を更に検討
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（１）都市部の待機児童対策



こども園（仮称）
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＜イメージ１＞小規模保育事業（グループ型）

小規模
保育事業
（グループ型）

バック
アップ
施設

こども園（仮称） 待機児童

待機児童

待機児童

小規模保育事業
（グループ型）

小規模
保育事業
（グループ型）

小規模
保育事業
（グループ型）

放課後
児童
クラブ

交流、相
談・助言
機能

＜イメージ２＞小規模保育事業（施設型）
家庭的保育

バック
アップ
施設

小規模
保育事業
（施設型）

小規模保育事業
（施設型）

交流、相
談・助言
機能

放課後
児童
クラブ

バック
アップ
施設

家庭的保育

待機児童

待機児童

待機児童



○ 市町村内の保育ニーズについて、一定以上の規模を有するこども園（仮称）による対応を基本とし

つつ、子ども・子育て家庭にとって身近な地域における保育の利用を確保する観点から、小規模保育

サービスを組み合わせて、地域の保育機能を確保

○ こども園（仮称）と連携の確保（連携先こども園の確保が困難な場合、市町村による調整を可能と

する。）

○ 放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点、一時預かりなどを併設することにより、地域の多様な保

育ニーズに対応可能な仕組み

→ 郡部などの人口減少地域などでも、地域コミュニティの子育て支援の拠点を維持・確保

※ 放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点、一時預かりなどの本来の要件について更に検討。

※ 郡部などの人口減少地域においては、子ども・子育て家庭にとって身近な地域における学校教育・

保育を確保する観点から、例外的に３歳以上児の利用も認めることが考えられる

→ ３歳以上児の学校教育・保育を保障するために必要な、「こども園」（仮称）や地域の小学校との

具体的な連携方策、法的位置づけを更に検討

※ 個々の給付・事業では第二種社会福祉事業の要件を満たさないもの（通所定員２０人未満）の法的

位置づけを更に検討

※ 都市部の待機児童対策としての地域型保育事業との違いに留意する

10

（２）一般市町村における展開（多機能型）



隣接市

旧Ａ市（旧市街地）
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＜イメージ１＞こども園（仮称）を中心に小規模保育サービス等の拠点を組み合わせて市町村内のニーズに対応

こども園（仮称） 放課後児童クラブ

地域保育型・
子育て支援事業

旧Ｂ町
旧Ｃ村

こども園（仮称）

新Ａ市

放課後児童クラブ

バック
アップ
施設

小規模保育

放課後児童クラブ

交流、相談機能

小規模
保育

交流、相
談・助言
機能

＜イメージ２＞郡部などの人口減少地域において、隣接自治体のこども園（仮称）と連携しながら、
小規模保育サービス等の拠点によって、地域の子育て支援機能を維持・確保

地域子育て支援拠点

放課後
児童
クラブ

地域保育型・
子育て支援事業

こども園（仮称）

こども園（仮称）

遠距離利用やそもそも
利用断念している実態を改善

隣接市でも可

バック
アップ
施設身近な地域で利用

小学校との連携
地域の小学校との連携により、
３歳以上児も利用可

放課後児童クラブ

こども園（仮称）

身近な地域で利用



【多機能型の別案】

○ 地域のニーズによっては、小規模保育サービスを設置せず、放課後児童クラブ、地域子育て支援

拠点、一時預かりなどのみによる多機能型のメニューも更に検討

○ 個々の事業では第二種社会福祉事業の要件を満たさないもの（通所定員２０人未満）の法的位置

づけも更に検討
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